



Issues of Support for Family Caregivers in the Integrated 
Community Care System




 Japan is aiming for a society where elderly people, even those that require long-term care, 
can live comfortably in their own homes. The realization of the Integrated Community Care 
System (ICCS) is one way in which this is being achieved. The health and quality of life of family 
caregivers are important concerns. However, support for family caregivers is implemented 
only through community support projects assigned by local government. According to an 
investigation into implementation of support for family caregivers, based on Municipal Insured 
Long-Term Care Service Plans, only fifty percent of local governments implemented policy 
specifically aimed at supporting family caregivers. Furthermore, only fifty percent of these set up 
a concrete target value for the implementation. It is necessary to incorporate support for family 
caregivers into the ICCS and to identify support methods relevant to the actual conditions of 
caregivers.





























　同居の介護者の介護時間をみると、要支援 1 から要介護 2 までは「必要なときに手をかす程
度」が多くなっているが、要介護 3 を超えると「ほとんど終日」という回答が増え、要介護 5 で
















ていることと比べると、傾向は異なるといえる （図 1）。自殺者は年齢別にみると、60 歳以上が








者（9.7%）で合わせて約 6 割に達し、「事業者」が 13.0%、「別居の家族等」が 12.2%と続く。家
族・親族が主たる介護を担っていることがわかる。介護者と被介護者の年齢をみると、ともに
60歳以上という組み合わせが70.3％、75歳以上という後期高齢者同士の組み合わせは30.2%であ

































市町村内部で評価 27.9%（349 保険者）、外部有識者や利用者等を交えて評価が 7.7%（96 保険者）
































































































































いるかである。例えば、足立区は基本理念の達成を目指し、6 つの施策の柱のもと 18 の施策群
と 49 の施策が体系化されている（図 3）。施策の柱 3「高齢者の在宅生活を支援します」のもと、
施策群5に「介護者の支援を進めます」とある。このように主要施策中に家族介護支援に類する
内容が明確に位置付けられているかという視点で調査した。







　認知症施策は、「認知症施策推進 5 か年計画（オレンジプラン）」（平成 25 年度から 29 年度まで































































　表 3 の各事業について、第 5 期の実績（実施件数、利用者数等）を掲載している市区は 7 か所
であった。第 6 期の目標を掲載している市区は 7 か所であった。目標には、実施件数や利用者数











































（1）  介護保険制度創設時、施行後の家族介護支援をめぐる議論については、拙稿、柴崎 （2015a） にまとめた。
（2） 警察庁生活安全局の統計資料では、自殺の原因・動機別の自殺者数を公表しており、2007 年統計より「家庭問題」
の細目として「介護・看病疲れ」が設定された。
（3） 家族介護者の多様化については、拙稿、柴崎 （2015b） にまとめた。
（4）  例えば、江東区の場合、平成 25 年度支給者数は 2 人、26 年以降の計画値は年間 1 人程度となっている（江東区高齢
者保健福祉計画・介護保険事業計画平成 27〜29 年度、p. 98）。
（5）  厚生労働省認知症施策推進総合戦略（新オレンジプラン）より　 
http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000064084.html （2017. 8. 28）
（6） 執筆時点では、2017 年 7 月 3 日開催の全国介護保険担当課長会議の議事録は公開されていないが、社会保険旬報
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